























































【第　 1 　審】東京地裁判決平成20年 2 月29日（判例時報2009号151頁　/　判例タイムズ
1277号46頁）



























グロービート・ジャパン株式会社（平成14年 7 月 1 日に「株式会社花月食品」から商号変更）
は、ＦＣによる飲食店「ラーメン花月」の加盟店等の募集及び経営指導等を業とする企業であ




















3　グロービート・ジャパン株式会社HP: http://www.globeat.jp/ [visited Jan. 15 2019]
4　日本平和神軍HP: http://www.oocities.org/tillamook21/Shingunhome.htm [visited Jan. 15 2019]
5　平和神軍観察会 逝き逝きて平和神軍HP: http://homepage3.nifty.com/kansatsukai/ [visited Sep. 07 2013] （＊）2019
年現在は確認できない。































に関する場合の特例である刑法230条の 2 第 1 項は適用されないとした。
その上で、原々審は、「夕刊和歌山時事」事件最高裁判決で示された「行為者がその事実を
真実であると誤信し、その誤信したことについて、確実な資料、根拠に照らし相当の理由があ




































9 巻 1 号（2009.8）104-105頁が挙げられる。
― 24 ― ― 25 ―
した点（2-4）に関しては、原々審判決の判断がいずれも正当として是認できるとした。

































（ マ マ ）
損は
成立するのか」法学セミナー 54巻 7 号（2009.7） 6 - 7 頁、原々審の新たな基準につき独逸連邦憲法裁判所との共通性
を指摘するものとして、上村都インターネットによる名誉毀損－東京地判平成20年 2 月29日と東京高判平成21年 1 月
30日」法学セミナー 54巻11号（2009.11） 4 - 5 頁が挙げられる。

















































































2 第 1 項）10。






















― 28 ― ― 29 ―







































― 28 ― ― 29 ―
の根拠ないし理由があることである。この修正要件を刑事事案において確立させた有名な判例



































17　最一小判昭56年 4 月16日刑集35巻 3 号84頁。
























































































































































































































































































































































実を真実と誤審したことについての相当の理由」法学新報117巻 5 ・ 6 号（2011.1）319頁、また、「対抗言論の法理」
に関しても、本件最高裁決定によって全面的に否定された訳ではなく、妥当する領域は残るとみるものとして、豊田
兼彦「インターネット上の表現行為と名誉毀損罪の成否」法学セミナー 55巻 9 号（2010.9）123頁が挙げられる。

































京高裁平24年 8 月29日判時2189号63頁）、次に、金貨買取損害賠償請求事件（東京地裁平25年 9 月25日）、最後に、臍
帯血事業損害賠償請求事件（東京地裁平28年12月16日）であり、いずれも殆ど変わらない文章において本件最高裁決
定を引用するが、最後の臍帯血事業損害賠償請求事件では慰謝料に関する判断において引用されている。
51　東京地裁平29年 7 月 6 日。
52　東京高裁平29年12月22日。
― 40 ―
性」を肯定した上での事例判断とみるものであるが、この様な本稿の理解が現時点では少なく
とも判例法上、定着したものでないことは付言しておかねばならない53。
 以上。
53　尚、同様の観点から当該問題につき考察するものとして、仮屋篤子「インターネット上の名誉毀損における免責
基準－二つの最高裁事例を中心として」名古屋大學法政論集254号（2014.3）765-794頁が挙げられるが、インターネッ
トの個人利用者による名誉毀損事案においてどの様な調査水準が要求されるかという問題に関しては「今後の課題」
とされている。
